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公有財産売買契約書 

 

売払人 堺市（以下「甲」という。）と買受人 □□□□□□□□□□（以下「乙」という。）は、次の

条項により公有財産の売買契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

（物件の表示）  

第２条 甲はその所有する別表1記載の物件（以下「本物件」という。）を乙に売り払い、乙はこれを買い

受ける。 

２ 乙は、別表1記載の床面積の数量が不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）その他登記に必要とな

る諸規則の規定に基づき算定されたものではないため、表題及び登記を行った際に数量が異なる場合が

あることを了承することとし、本物件及び本物件が存する土地の概要及び注意事項につき、別表2（物件

調書）を参照の上本契約を締結するものとする。なお、別表2（物件調書）は、調査内容を列挙した資料

であり、あらゆる場合を想定するものではなく、別表2（物件調書）の記載内容と現状に差異がある場合

は、現状を優先することとする。 

（売買代金） 

第３条 本物件の売買代金は、金6,820,000円（建物価格金6,200,000円、消費税及び地方消費税相当額金

620,000円）とする。 

（契約保証金） 

第４条 本契約の契約保証金は免除する。 

（代金の支払い） 

第５条 乙は、第３条に定める売買代金を甲の発行する納入通知書により、令和8年4月30日までに甲に支

払わなければならない。 

（所有権の移転及び登記） 

第６条 本物件の所有権は、売買代金の全額支払時をもって乙に移転する。 

２ 本物件は未登記であるため、本契約締結及び売買代金支払後、乙において速やかに表題及び保存登記

を行うものとする。 

３ 前項に規定する登記に要する費用は、乙の負担とする。 

（物件の引渡し） 

第７条 甲は、売買代金支払と同時に別に何らの手続を用いないで、本物件を現状有姿のまま乙に引き渡

したものとする。 

２ 乙は、本物件が経年使用等により毀損、損耗、劣化等が生じている恐れがあることを承知の上、引渡

しを受けるものとする。 

（公租公課の負担） 

第８条 売買代金完納後における公租公課については、すべて乙の負担とする。 

（契約不適合責任） 

第９条 乙は、本契約締結後、本物件に関して契約の内容に適合しないこと（地下埋設物や土壌汚染等の

隠れたものも含む。）を理由として、目的物の修補請求、代替物の引渡請求、履行の追完請求、代金の減

免請求、損害賠償請求及び契約の解除はできないものとする。ただし、乙が消費者契約法（平成１２年

法律第６１号）第２条第１項に規定する消費者であり、かつ、本物件の引渡しから2年以内に甲に通知し

た場合は、この限りでない。 

（用途の制限） 

第１０条 乙は、本物件を次の各号に掲げる用途に供してはならない。 

（案） 
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(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する

暴力団その他の反社会的団体の事務所その他これらに類するものの用途 

(2) 前号に定めるもののほか、反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用する等公序良

俗に反する用途 

(3) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規

定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用途 

(4) 深い基礎を要するもの等容易に原状回復できない工作物の設置を伴う用途 

(5) 悪臭・騒音・粉塵・振動・土壌汚染などの近隣環境を損なうと予想される用途 

(6) 政治活動又は宗教活動の用途 

(7) 法令等の規制に違反する事業等の用途 

(8) 廃棄物の保管場所、砂利、砂、残土等の堆積場その他これに類する用途 

(9) 土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第２条に規定する特定有害物質の製造、使用、処理又は

貯蔵の事業の用途 

(10) 地域住民等の生活を著しく脅かす用途 

(11) 本市が適当でないと認める用途 

（実地調査） 

第１１条 甲は、前条に定める義務の履行状況を確認するため、随時に実地調査し、乙に対し必要な報告

又は資料の提出を求めることができる。 

２ 乙は、正当な理由なく前項で定める実地調査を妨げ、又は必要な報告若しくは資料の提出を怠っては

ならない。 

（違約金） 

第１２条 乙は、第１０条で定める義務に違反したとき、又は第１３条第２項の理由により本契約を解除

する場合は、売買代金の 100分の 30に相当する額を違約金として甲に支払わなければならない。 

２ 乙は、正当な理由なく前条第２項に定める義務に違反して実地調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又は報告若しくは資料の提出を怠ったときは、売買代金の 100 分の 10 に相当する額を違約金として甲

に支払わなければならない。 

３ 前二項の違約金は、第１５条に規定する損害賠償の予定又はその一部と解釈しない。 

（契約の解除） 

第１３条 甲は、乙が本契約で定める義務を履行しないとき、又は、本物件が存する土地について、甲及

び乙が別に締結する事業用定期借地権設定契約書（以下「借地権設定契約書」という。）の規定に基づく

契約の解除をしたときは、催告その他何らの手続を用いないで、本契約を解除することができる。 

２ 乙が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第３２条第１項各号の規定に該当する者と認

められるときは本契約を解除することができる。 

３ 甲は、前二項の規定に基づき、本契約を解除した場合において、乙又は第三者が損害を受けることが

あっても、これを賠償しない。 

（建物等の収去） 

第１４条 乙は、借地権設定契約書に基づく事業用定期借地権の存続期間が満了した場合又は借地権設定

契約書第２１条、第２２条若しくは第２３条の規定により、事業用定期借地権設定契約が終了する場合

には、借地権設定契約書第２４条に基づき、自己の費用をもって、甲の指定する期日までに、別表1記載

の建物、工作物及び備品を収去しなければならない。 

（損害賠償） 

第１５条 乙は、本契約で定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その損害を賠償しなけ

ればならない。 

（契約の費用） 
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第１６条 本契約に要する一切の費用は、すべて乙の負担とする。 

（近隣住民等への配慮） 

第１７条 乙は、近隣住民その他第三者に配慮し、善良な管理者の注意をもって、本物件を維持管理しな

ければならず、その場合に生じた費用は、乙が支払うものとする。 

２ 乙は、本物件の整備に必要な工事等の実施にあたっては、事前に住民説明会を実施する等近隣住民に

十分に周知説明を行うものとし、近隣住民の生活を脅かすことのないよう騒音対策、工事時間等につい

て配慮するものとする。 

３ 乙は、本物件引渡し以後において、近隣住民その他第三者との紛争が生じないよう留意するものとし、

紛争や苦情が生じた場合は乙の費用と責任において解決するものとする。 

４ 乙は、前三項その他本契約の義務に違反し、甲からの改善要請後も改善に応じないときは、本市が主

催する一般競争入札等に一定期間参加できない場合がある。 

（第三者との協議） 

第１８条 乙が隣接土地所有者等の第三者と協議を行う場合において、甲は協議その他のことについて一

切関与しない。 

（管轄裁判所） 

第１９条 本契約に関する争訟の提起、申立て等は、甲の所在地を管轄する裁判所に行うものとする。 

（協議事項） 

第２０条 本契約の解釈に関し疑義のある事項又は本契約に定めのない事項については、甲乙協議の上、

決定する。 

 

上記の契約の締結を証するため、本契約書2通を作成し、両者記名押印の上、各自その1通を保有する。 

 

令和  年  月  日 

 

「甲」  住 所  堺市堺区南瓦町3番1号 

名 称  堺 市 

代表者  堺市長 永 藤 英 機   印 

登録番号 Ｔ３００００２０２７１４０３ 

 

「乙」  住 所 

名 称                     

代表者                印 
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別表 1 

 

  

建 物 の 

表   示 

 種 類 構 造 床 面 積（㎡） 

① 保健所棟 鉄筋コンクリート造・地上 2階建 1,606.39 

② 機械室棟 鉄筋コンクリート造・平家建 53.81 

③ 車庫棟 鉄骨造・平家建 116.00 

④ 昇降機棟 鉄筋コンクリート造・地上 2階建 89.60 
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別表 2（物件調書） 

土 地 の 

表  示 

所 在 地 地  目 地  積（㎡） 

区 町 丁 名 地  番 登 記 現 況 登 記 現 況 

南区竹城台 1 丁 6番 1 宅地 宅地 4337.12 4337.12 

貸 付 期 間 令和 8年 5月 1日から令和 32年 4月 30日まで 

建 物 の 

表   示 

 種 類 構 造 建築年 床面積（㎡） 

① 保健所棟 鉄筋コンクリート造・地上 2 階建 昭和 53 年 1,606.39 

② 機械室棟 鉄筋コンクリート造・平家建 昭和 53 年 53.81 

③ 車庫棟 鉄骨造・平家建 昭和 53 年 116.00 

④ 昇降機棟 鉄筋コンクリート造・地上 2 階建 平成 6 年 89.60 

接面道路 

の 状 況 

北西側 市道（宮山台竹城台線 幅員約 12.3ｍ） 

北東側 市道（竹城台 140 号線 自転車及び歩行者専用道路 幅員約 3.4～約 9ｍ） 

南西側 接道なし（堺市泉北急病診療センターと隣接） 

南東側 遊歩道 

※本物件敷地の北西側、北東側、南東側、南西側の各々一部分は法地であり、北西側の市道

沿いから東側にかけて高低差があります。 

私道負担 なし 

法令等の 

制  限 

都市計画 
区  域 市街化区域 

用途地域 商業地域 建ぺい率 80％ 容 積 率 400％ 

そ の 他 

防火地域 

宅地造成工事等規制区域 

屋外広告物許可区域（第 2 種許可区域） 

埋蔵文化財包蔵地（陶邑窯跡群：高蔵寺地区） 

供給処理 

施 設 の 

状  況 

項目 
利用可能な

施設 
配管等の状況 照会先 電話番号 

電気 関西電力㈱ 

本物件敷地内

及び前面道路 

電柱あり 

関西電力送配電㈱ 

ﾌﾘｰｺｰﾙ（電気設

備） 

0800-777-3081 

ガス 
都市ガス 

（閉栓中） 

前面道路 

配管あり 
大阪ガス㈱ 072-238-2428 

上水道 
市営水道 

（閉栓中） 

前面道路 

配管あり 

上下水道局 

サービス管理部 

給排水設備課 

072-250-8945 

下水道 
公共下水道 

（停止中） 

前面道路 

排水管あり 

上下水道局 

下水道管路部 

下水道管理課 

072-250-9116 
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建物耐震 未実施 

大規模改

修・修繕

の有無 

無  

交通機関 
鉄  道 南海泉北線「泉ヶ丘駅」から北西へ約 500ｍ（直線距離） 

バ  ス 南海バス「野田尾」 から南東へ約 150ｍ（直線距離） 

学 校 区 市立竹城台東小学校 市立宮山台中学校 

特記事項 

〇本物件は、平成 25年 12月まで保健センターとして運営していました。 

〇土地は、現状有姿での貸付けを行います。したがって、工作物（ブロック塀、フ

ェンス、排水施設、舗装）などを含むものとし、越境物や占有物などがある場合

についても現状有姿のままでの貸付けになります。 

〇建物は、現状有姿での売却となります。買受人は、既存建物の改修等を行って利

用することも、法令等に則り、解体撤去後に新たな建物を建築することも可とし

ます。ただし、居住の用に供することはできません。 

〇建物は未登記ですので、ここに記載している床面積の数量は、不動産登記法、そ

の他登記に必要となる諸規則の規定に基づき算定されたものではありません。 

〇既存建築物、諸設備及び工作物は、建築時期より相応の年数が経過しており、経

年使用等により、目視できない部分にも毀損・損耗・劣化等が見込まれます。 

〇建物の一部に雨漏りが発生しています。利用に当たって、事前調査及び補修等が

必要な場合、買受人の責任と負担において行ってください。 

〇建物の耐震診断は行っていません。利用に当たって、事前調査や補修等が必要な

場合、買受人の負担と責任において行ってください。 

〇平成 21 年度に建物全体の石綿含有の有無を調査しました。石綿を含有していた

箇所の調査結果は、公開図書「石綿調査報告」をご覧ください。石綿に関する詳

細な調査、改修、補修又は除却工事を行う場合は、関係法令等を遵守し、必要な

手続き等を買受人の負担と責任において行ってください。 

〇平成 30 年度に本物件敷地の北東角にあるキュービクル内の変圧器について PCB

（ポリ塩化ビフェニル）の有無を調査しました。調査結果は、公開図書「PCB 結

果」をご覧ください。また、同年度に本市職員が建物内の蛍光灯の目視調査を行

い、蛍光灯に PCB の含有がない旨の表記があることを確認しております。PCB に

関する詳細な調査等を行う場合は、関係法令等を遵守し、必要な手続き等を買受

人の負担と責任において行ってください。 

〇令和 5 年度に土地利用履歴調査を実施しました。調査結果は、公開図書は「土地

利用履歴調査結果」をご覧ください。 

〇令和 5 年度の土地利用履歴調査の結果を踏まえ、令和 6 年度に土壌汚染状況調査

を実施しました。調査結果は、公開図書は「土壌汚染状況調査結果」をご覧くだ

さい。 

〇本物件敷地の北西側の法地に関西電力㈱の電柱2本及び支線3本、㈱オプテージの

電気通信ケーブル2本並びに㈱ジェイコムウェストの電気通信ケーブル1本があ

り、本市と各法人との間で賃貸借契約が締結されています。各設備の管理、保守

等のため、各法人の社員等が敷地内に常時出入りできるようにしてください。 

〇物件調書は調査内容を列挙した資料であり、あらゆる場合を想定しているもので

はありません。物件調書の記載内容と現状に差異がある場合は、現状を優先しま

す。 



 

7 

 

 

特記事項 

【公開図書】土地利用履歴調査結果 

【公開図書】土壌汚染状況調査結果 

【公開図書】位置図・平面図 

【公開図書】PCB結果 

【公開図書】アスベスト調査結果 


